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第５編 緊急対処事態への対処 

 

 市は、武力攻撃事態に対するとともに、大規模テロ等の緊急対処事態においても、住民等の

生命、身体及び財産の保護を迅速かつ的確に実施するため、緊急対処保護措置について次のと

おり定める。 

 

１ 緊急対処事態 

市国民保護計画が対象として想定する緊急対処事態については、第１編第５章２に掲げるとお

りである。 

緊急対処事態は、原則として、武力攻撃事態等におけるゲリラや特殊部隊による攻撃等と類似

の事態が想定されるため、市は、三条市緊急対処事態対策本部の設置や緊急対処保護措置の実施

などの緊急対処事態への対処に関しては、警報の通知及び伝達を除き、武力攻撃事態等への対処

に準じて行う。 

第１編第５章２ 緊急対処事態の類型（再掲） 

 

 (1) 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態 

   原子力事業所等の破壊、石油コンビナート等の爆破、危険物積載船への攻撃、ダムの破

壊といった事態例がこれに当たり、放射性物質や危険物の拡散等により周辺住民等に被害

が発生するとともに、社会経済活動に多大な支障が生ずることが想定される。 

 

 (2) 多数の人が集合する施設及び大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態 

   大規模集客施設やターミナル駅、列車等の爆破といった事態例がこれに当たり、爆破に

よる人的被害のほかに、施設が崩壊した場合には人的被害が多大なものとなることが想定

される。 

 

 (3) 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態 

   ダーティボム（爆薬と放射性物質を組み合わせたもの）等の爆発による放射能の拡散、

炭疽菌等生物剤の大量散布、サリン等化学剤の大量散布、水源地への毒素の混入、といっ

た事態例がこれに当たり、ＮＢＣ（Ｎ：核兵器、Ｂ：生物兵器、Ｃ：化学兵器）兵器が用

いられた場合の対処については、特別の留意が必要である。 

 

 (4) 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態 

   航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ、弾道ミサイル等の飛来といった事態例が

これに当たり、主な被害は施設の破壊に伴う人的被害で、施設の規模によって被害の大き

さが変わる。また、攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺への被害も予想され、爆発、

火災等により被害が発生するとともに、建物、ライフライン等が被災し、社会経済活動に

支障が生ずることが想定される。 
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２ 緊急対処事態における警報の通知及び伝達 

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及ぶ範囲を勘案

して、警報の内容の通知・伝達の対象となる地域の範囲が決定されることを踏まえ、市は、緊急

対処事態における警報については、その内容を通知及び伝達の対象となる地域を管轄する機関及

び当該地域に所在する施設の管理者等に対し通知及び伝達を行う。 

緊急対処事態における警報の内容の通知及び伝達については、上記によるほか、武力攻撃事態

等における警報の内容の通知及び伝達に準じて、これを行う。 

 

 


